


















































２） 公的年金制度を擁護する立場からの論点整理は，橘木 (2005) 参照。
３） 財政分野の実証的一般均衡分析には，応用一般均衡モデル (Shoven and
Whalley (1992) 参照）と世代重複モデル（Auerbach and Kotlikoff (1987) 参
照）がある。わが国を対象とした最近の研究として，前者の橋本 (1998)，



































i 15 (1twi )wLi (1tr i )rKi 







fi(Ki Li )  i Lii Ki(1i )
ただし，w：賃金率，r：資本賃貸料，tw i：産業 i の労働税率，tr i：産
業 i の資本税率，Li：産業 i の労働投入量，Ki：産業 i の資本投入量，
Xi：産業 i の産出量，a0i：産業 i の付加価値率，aji：産業 i への財 j の
投入係数 (j 1  5)，Vji：産業 i への財 j の中間投入， fi：産業 i の生
産関数， i：産業 i の生産効率係数，i：産業 i の労働分配率。
最小化問題 (2.1) を解くと，労働需要関数と資本需要関数
(2.2) LD i   1 i a0i Xi i (1tr i )r(1i )(1tw i )w (1i )
(2.3) KD i   1 i a0i Xi (1i )(1tw i )wi (1tr i )r i
が得られる。ただし，LD i：産業 i の労働需要，KD i：産業 i の資本需
要。
産業 i の代表的企業の利潤i は，次のように定義される。
(2.4) i  qi Xi  
j 15 qj aji Xi(1tp i )(1tw i ) wLD i (1tr i ) rKD i 
年金財源の調達法：乗数分析
― ―４
ただし，qi ：産業 i の生産物価格，tp i：産業 i の純生産物税率。
均衡では，各産業について利潤ゼロ条件が成立する。









関数として CES 型を，第２段階には Cobb-Douglas 型を仮定する。
家計の所得は労働所得，資本所得，社会福祉移転，その他経常移転から
構成される。ここで，家計 k (k  12)が所有する要素賦存量を全て要素
市場に供給したときに得られる所得を完全所得 FI k と呼べば，それは，
(2.6) FI k  wE k rKS k




(2.7) (1ty ) FI k SOH k TRH k
により与えられる。ただし，ty：所得税率，SOH k：家計 k の受け取る




の貯蓄 SH k は，
(2.8) SH k  bk (1ty ) FI k SOH k TRH k 
と表される。ただし，bk ：家計 k の平均貯蓄性向。
家計 k の第１段階の行動は，効用最大化問題
(1 k ) 1vk Ck  k Fk   vkvk 1(2.9) maximize vk 1vk 1vk vk 1vk
subject to pCk (1ty ) wF k (1bk )(1ty ) FI k SOH k TRH k 
を解くことによって求められる。ただし， k：家計 k の分配係数，vk：
家計 k の合成財と余暇の代替の弾力性，Ck ：家計 k の合成財需要，Fk ：
家計 k の余暇需要，p：合成財価格。
最大化問題 (2.9) を解くことにより，合成財需要関数と余暇需要関数
(2.10) Ck  (1 k )A
p vk B
Fk    k A
(1ty )w vk B
を得る。ここで，
A  (1ty ) FI k SOH k TRH k SH k (1bk )(1ty ) FI k SOH k TRH k 





需要 FK を控除した労働供給 LS k
(2.11) LS k  Ek Fk
が稼得する所得である。後者は，家計 k が所有する資本 KS k を供給する
ことにより得る所得である。よって，
(2.12) Yk  wLS k rKS k
これに所得税（税率は ty）が課税される一方で，社会福祉移転とその他経
常移転を受け取るので，家計 k の可処分所得は，
(2.12’) (1ty )Yk SOH k TRH k
により与えられる。貯蓄率は bk であるから，各財の購入に充てられる所
得は
(2.12”) (1bk )(1ty )Yk SOH k TRH k 
により与えられる。







i 15 qi cki (1bk )(1ty )Yk SOH k TRH k 




(2.14) cki   kiqi (1ty )Yk SOH k TRH k SH k  














i 15 qi cGi SOG SG ty
k 12 Yk i 15 tp i (wLD i rKD i )





















i 15 qi EX i SE   i 15 qi EM i SOE TRE
により与えられる。ただし，EX i：財 i の輸出量，SE：対外部門貯蓄，







k 12 SH k SG SN   i 15 qi Ii



















(1tp j ) (1tw j ) wLD j (1tr j ) rKD jXj 
により決定される。ただし，IM：単位行列，A：投入係数行列。また，
[ ]ji は当該行列の第 (j, i) 要素を，上添えの ’ は転置行列を表している。
2. 10 市場バランス条件
財市場，労働市場，資本市場の市場バランス式は，次のように表される。
(IM A )Xi EM i  cki cGi Ii EX i （財市場）
(2.23)
 
k 12 LS k   i 15 LD i （労働市場） 
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